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東京都は、平成 27 年 4 月に策定した「東京都障害者計画・東京都障害福祉計画」に基づき、障害者施策の総合
的な展開に取り組んでいきます。

障害者手帳の所持者数
現在、都内には身体障害者手帳の交付を受けている人が約 48 万 1 千人、愛の手帳（知的障害者・児を対象）の

交付を受けている人が約 8 万 3 千人、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人が約 9 万 4 千人います（平成
28 年 3 月末現在）。

 

障害者（児）の現状

（3）障害者（児）への支援

■「身体障害者手帳」の交付状況
　　　　                　　　　 　　（平成28年3月末現在）

免疫機能障害 7,326人（1.5％）

視覚障害
38,844人
（8.1％）

聴覚・平衡機能障害
46,962人（9.8％）

肢体不自由
252,639人（52.5％）

じん臓機能障害
34,223人（7.1％）

呼吸器機能障害
8,017人（1.7％）

ぼうこう・直腸機能障害
20,571人（4.3％）

心臓機能障害
63,473人（13.2％）

小腸機能障害  789人（0.2％）

音声・言語そしゃく
機能障害
7,285人（1.5％）総　数

480,798人
（100％）

資料 ： 福祉保健局「福祉・衛生行政統計」

■知的障害者「愛の手帳」の交付状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成28年3月末現在）

1度（最重度）
2,985人（3.6％）

2度（重度）
20,173人

（24.3％）

3度（中度）
20,973人（25.3％）

4度（軽度）
38,868人
（46.8％） 総　数

82,999人
（100％）

資料 ： 福祉保健局「福祉・衛生行政統計」

資料 ： 中部総合精神保健福祉センター

■「精神障害者保健福祉手帳」の交付状況
　　　　　　　　　　　　　　　　  （平成28年3月末現在）

資料 ： 中部総合精神保健福祉センター

＊通院者数は通院医療費公費負担の認定者数です。
＊通院者数は各年度末の数値です。

■精神障害者の通院者数の推移

0

2万

4万

6万

8万

10万

12万

14万

16万

20万

18万

（人）

100,395
106,674

111,099

122,519
116,386

129,281

153,453

170,305
175,562

161,479

127,490

（単位：人）

肝臓機能障害  669人（0.1％）

136,570

等級2
47,293人（50.3％）

等級1 
5,805人

（6.2％）
等級3

40,837人（43.5％）

総　数
93,935人
（100％）

187,715186,491
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資料 ： 福祉保健局「障害者の生活実態」
52　　  （平成 年度東京都福祉保健基礎調査）
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■障害又は難病のためにあきらめたり妥協したこと（複数回答）
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資料：福祉保健局「障害者の生活実態」（平成25年度東京都福祉保健基礎調査）
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資料 ： 福祉保健局「障害者の生活実態」（平成25年度東京都福祉保健基礎調査）
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■地域生活をする上で必要な福祉サービス等（3つ以内の複数回答）〔身体障害者・知的障害者・難病患者〕
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■今後利用したい福祉サービス等（3つ以内の複数回答）〔精神障害者〕
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資料 ： 福祉保健局「障害者の生活実態」（平成25年度東京都福祉保健基礎調査）
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精神障害者＝   537人

■障害者又は難病患者が一緒に生活している人（複数回答）
身体障害者＝2,659人
知的障害者＝　810人
精神障害者＝　537人
難病患者　＝1,034人



28

 

障害者が地域で安心して暮らし、いきいきと働ける社会を実現するため、東京都障害者計画・東京都障害福祉計
画を策定し、全庁を挙げて障害者施策の総合的な展開に取り組んでいます。

 

東京都障害者計画・東京都障害福祉計画

 

平成 29 年度末までに、経済的自立に向けた就労のた
めの訓練等の場や、グループホーム等について、6,720
人分の定員を新たに確保します。

障害者の地域生活基盤の重点的整備（特別助成）　
○施設整備を行う設置者の負担を軽減する特別助成
を引き続き実施

障害者・障害児地域生活支援3か年プラン

・各区市町村に少なくとも一つ整備

・区市町村障害者就労支援事業利用による一般就労者数
　　2,500人
・福祉施設から一般就労への移行者数
　　2,140人
・就労移行率３割以上の就労移行支援事業所の割合
　　全体の５割以上

・福祉施設入所者の地域生活への移行
　【地域生活移行者数】
　　平成25年度末から890人
　【施設入所者（入所施設定員）数】
　　7,344人
・入院中の精神障害者の地域生活への移行
　【入院後3か月時点の退院率】
　　64％以上
　【入院後１年時点の退院率】
　　91％以上
　【長期在院者数（入院期間１年以上）】
　　（平成24年６月末）11,760人
　⇒（平成29年６月末）  9,643人

地域生活支援拠点等の整備

一般就労への移行促進 

地域生活への移行促進 

・地域移行促進コーディネート事業
・障害者地域生活移行・定着化支援事業
・精神障害者地域移行体制整備支援事業　　　など

地域生活への移行の仕組みづくり 

・障害者・障害児地域生活支援３か年プラン

地域生活を支える基盤の整備促進 

・就労面の支援と生活面の支援の一体的な提供
・障害者の雇用促進に向けた企業への支援
・福祉施設の工賃向上を支援　　　　　　　　など 

就労支援の充実・強化 

・地域における精神科医療提供体制の整備
・重症心身障害児（者）支援
・発達障害児（者）支援
・高次脳機能障害者支援
・難病患者等支援

多様な障害特性に応じたきめ細かな対応 

主な施策展開

東京都障害者計画（障害者基本法）

第４期東京都障害福祉計画（障害者総合支援法）

Ⅰ　障害者が地域で安心して
　　暮らせる社会の実現
Ⅱ　障害者がいきいきと働ける
　　社会の実現　
Ⅲ　全ての都民が共に暮らす
　　地域社会の実現

基本理念
○福祉・保健・医療施策
○教育、労働、住宅、安全・安心、
　まちづくり、心や情報のバリア
　フリー、スポーツ・文化芸術など

全庁的・総合的な
障害者施策の推進

計画事業

成果目標（29年度末）

Ⅰ　地域における自立生活を支える
　　仕組みづくり
Ⅱ　社会で生きる力を高める支援の充実
Ⅲ　いきいきと働ける社会の実現
Ⅳ　バリアフリー社会の実現
Ⅴ　サービスを担う人材の養成・確保

施策目標

整備内容 平成27～29年度 プランのねらい

日中活動の場
（通所施設等）

4,500人増 障害者の一般就労支援及び
重度障害者の日中活動の場
の整備

地域居住の場
（グループホーム）

2,000人増 障害者の地域における居住
の場の整備

在宅サービス
（短期入所）

220人増 必要なときに身近な地域で
気軽に利用できる安心の仕
組みづくり

障害児支援の充実
（児童発達支援センター）

10か所増 障害児支援の更なる提供体
制の確保
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福祉サービス
福祉サービスは、個別に支給決定が行われる「障害

福祉サービス」と、区市町村の創意工夫により、利用
者の状況に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事
業」に大別されます。
「障害福祉サービス」は、介護の支援を受ける場合の

「介護給付」と、訓練等の支援を受ける場合の「訓練等
給付」に分けられます。また、地域生活へ移行・定着
を支援する「地域相談支援給付」及びサービス等の利
用・継続を支援する「計画相談支援給付」があります。

「地域生活支援事業」は、事業内容や利用者負担が、区
市町村ごとに異なります。

 

地域社会における共生の実現に向けて、障害者の日
常生活及び社会生活を総合的に支援するため平成 25 年
4 月、「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合
支援法）」とするとともに障害者の定義に難病等が追加
され、平成 26 年 4 月には、重度訪問介護の対象拡大、
ケアホームのグループホームへの一元化などが実施さ
れました。

障害者総合支援法

介
　
護
　
給
　
付

居宅介護（ホームヘルプ） 居宅で入浴・排せつ・食事の介護等を行います。

重度訪問介護 重度の肢体不自由者又は重度の知的障害・精神障害により行動上著しい困難を有する人で、常に介護を必要と
する人に、入浴・排せつ・食事の介護・家事援助・コミュニケーション支援・外出時の移動介護などを行います。

同行援護 視覚障害により移動に著しい困難を有する人に、外出時において移動に必要な情報の提供（代筆・代読を含む）、
移動の援護等の外出支援を行います。

行動援護 知的・精神障害により行動が著しく困難であり、常に介護を必要とする人が行動するときに、危険を回避する
ために必要な援護、外出時の介護を行います。

療養介護 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関への入院とあわせて、機能訓練、介護及び日常生活の世話などを
行います。

生活介護 常に介護を必要とする人に、入浴・排せつ・食事の介護等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を
提供します。

短期入所（ショートステイ） 介護者が病気等の場合などに、短期間、夜間も含め施設等で、入浴・排せつ・食事の介護等を行います。

重度障害者等包括支援 介護の必要性がとても高い方に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行います。

施設入所支援 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴・排せつなどの介護や日常生活上の支援等を行います。

訓
練
等
給
付

自立訓練（機能訓練、生活訓練）自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の向上のために、必要な訓練、
生活等に関する相談・助言等を行います。

就労移行支援 一般企業等へ就労を希望する65歳未満の人に、一定期間、就労に必要な知識、能力の向上のために必要な訓
練等を行います。

就労継続支援（A型、B型） 一般企業等での就労が困難な方に、就労の機会を提供するとともに、知識や能力の向上のために、必要な訓練
等を行います。

共同生活援助（グループホーム）夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の生活上の援助を行います。
地
域
相
談
支
援
給
付

地域移行支援 障害者支援施設等に入所している人、精神科病院に入院している精神障害者、保護施設・矯正施設等に入所し
ている障害者につき、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談その他の必要
な支援を行います。

地域定着支援 居宅において単身等で生活する障害者につき、常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の
事態等に相談その他必要な支援を行います。

地
域
生
活
支
援
事
業

理解促進研修・啓発事業 地域住民に対して、障害者（児）への理解を深めるための研修や啓発（イベントや教室の開催、パンフレット
の配布等）を行います。

自発的活動支援事業 障害者（児）やその家族、地域住民等が自発的に行う活動（ピアサポート、災害対策活動、ボランティア活動等）
に対して支援を行います。

相談支援事業 障害者（児）やその保護者等からの相談に応じ、必要な情報提供等を行います。また、協議会を設置し、地域
の相談支援体制やネットワークの構築を行います。

成年後見制度利用支援事業 障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする知的障害者等であり、補助を受けなければ成年後見制度の利
用が困難である人について、後見人等の報酬等の経費の一部について補助を行います。

成年後見制度法人後見支援事業 成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制を整備するとともに、市
民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援します。

意思疎通支援事業 聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある人を支援するために、
手話通訳や要約筆記等を行う人の派遣等を行います。

日常生活用具給付等事業 重度障害のある障害者（児）に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具の給付又は貸与を行います。

手話奉仕員養成研修事業 聴覚障害者等との交流活動の促進等の支援者として期待される日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉
仕員の養成・研修を行います。

移動支援事業 屋外での移動が困難な障害者（児）に、外出のための支援を行います。

地域活動支援センター 創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等を行う施設です。

任意事業 区市町村の判断により、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業を行います。

○福祉サービスの体系
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○日中活動と住まいの場の組合せ
入所施設のサービスを、昼のサービス（日中活動事業）

と夜のサービス（居住支援事業）に分けることにより、
サービスの組合せを選択できます。

事業を利用する際には、利用者一人ひとりの個別支
援計画が作成され、利用目的にかなったサービスが提
供されます。

○障害福祉サービス利用の手続
サービスの利用を希望する方は、区市町村の窓口に

申請し障害支援区分（※）について認定を受けます。
利用者は「サービス等利用計画案」を「指定特定相

談支援事業者」で作成し、区市町村に提出します。
区市町村は、提出された計画案や勘案すべき事項を

踏まえ、支給決定します。
「指定特定相談支援事業者」は、支給決定された後に

サービス担当者会議を開催し、サービス事業者等との
連絡調整を行い、「サービス等利用計画」を作成します。
その後サービス利用が開始されます。

 ○障害福祉サービス及び障害児支援の利用者負担額
利用者負担には、所得に応じた負担上限月額が設定

されています（別途個別減免などの負担軽減措置あり）。

食費や光熱水費は、原則実費負担です（負担軽減措置
あり）。

■支給決定プロセス

介護給付

訓練等給付

一定期間ごとの
モニタリング

請
申
・
付
受

分
区
援
支
害
障

定
認
の

成
作
の
案
画
計
用
利

定
決
給
支 会

　
　
議 画

計
用
利

画
計
用
利

支給決定時から
ケアマネジメントを実施

※障害支援区分とは
障害支援区分は、障害の多様な特性その他心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的

に示すもので、6 段階の区分（区分 1 から 6：区分 6 の方が支援の必要度が高い。）に分けられます。
移動や動作等に関連する項目（12 項目）、身の回りの世話や日常生活等に関連する項目（16 項目）、意思

疎通等に関連する項目（6 項目）、行動障害に関連する項目（34 項目）、特別な医療に関連する項目（12 項目）
の計 80 項目の調査を行い、審査会での総合的な判定を踏まえて区市町村が認定します。
※同行援護の利用申請の場合は、更に同行援護アセスメント票によるアセスメントを行います。ただし、身

体介護を伴わない場合は、障害支援区分の認定は行わないものとします。
※訓練等給付を利用する方は原則として障害支援区分の認定は必要ありませんが共同生活援助（グループ

ホーム）を利用する方のうち、介護給付を利用しようとする方については、障害支援区分の認定が必要と
なります。

日中活動

下から１又は複数を選択
【介護給付】
　・療養介護
　・生活介護
【訓練等給付】
　・自立訓練
　　（機能訓練・生活訓練）
　・就労移行支援
　・就労継続支援
　　（A型、B型）
【地域生活支援事業】
　・地域活動支援センター

居住支援

施設への入所
　（障害者支援施設）

又は

居住支援サービス
　（グループホーム、

福祉ホーム）
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自立支援医療
（精神通院医療、更生医療、育成医療）
○自立支援医療の利用者負担額

利用者負担には、所得に応じた月額負担上限額が設
定されています（詳しくは都又は区市町村で確認して
ください。）。入院時の食事療養費又は生活療養費（い
ずれも標準負担額相当）は、原則自己負担です（負担
軽減措置あり）。

精神通院医療については、申請により、区市町村民
税非課税世帯に属する精神障害者の利用者負担を、都
独自に助成等を行い無料としています。

補装具・日常生活用具
○補装具費の支給

支給決定は、障害者又は障害児の保護者からの申請
に基づき、区市町村が行います。

○日常生活用具の給付・貸与
給付決定は、障害者又は障害児の保護者からの申請

に基づき、区市町村が行います。

補装具
（個別給付）

身体障害者（児）等の身体機能を補完し、又
は代替し、かつ、長期間にわたり継続して使
用されるもの等。義肢、装具、車椅子等

日常生活用具
（地域生活支援事業）

障害者等の日常生活上の便宜を図るための
用具

○補装具費・日常生活用具の利用者負担額
補装具費の利用者負担には、所得に応じた月額負担

上限額が設定されています（一定所得以上の方は補装
具費支給対象外です。）。

日常生活用具の利用者負担は、区市町村が決定しま
す。

聴覚障害者意思疎通支援事業
聴覚障害者が広域的な移動を円滑に行えるよう、意

思疎通支援に係る広域的連絡調整体制を整備します。

また、障害者団体等が開催する広域的な行事に意思疎
通支援者を派遣します。

重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援事業
重度障害者の割合が著しく高い等の理由で、訪問系

サービスの給付費が国庫負担基準を超えている市町村
に対し財政支援を行うことで、障害者の地域生活を支
援します。

 

平成 24 年 4 月 1 日から、児童福祉法に基づく障害児
を対象とした施設・事業が変わり、施設体系について、
通所・入所の利用形態の別により一元化されています。
また、18 歳以上の障害児施設入所者については、障害
者総合支援法の障害者施策で対応することになりまし
た。

※ 平成 25 年 4 月に、障害者自立支援法が障害者総合支援
法に改正されました。

 
長期の施設入所者や、いわゆる「社会的入院」の状

態にある精神障害者の地域生活への移行を促進すると
ともに、居住の場や在宅サービスなどの地域生活基盤
の充実に取り組んでいます。

地域での生活基盤の整備
障害者（児）が地域で安心して暮らすことができる

よう、「障害者・障害児地域生活支援 3 か年プラン」を
策定し、地域居住の場であるグループホームや日中活
動の場である通所施設、ショートステイ、児童発達支
援センターなどの地域生活基盤の整備を促進します。

障害児の支援（施設・事業）

地域移行とサービス基盤整備の促進

区分 世帯の収入状況 負担上限月額

生活保護 生活保護受給世帯 0円（負担はありません。）

低所得 区市町村民税非課税世帯 0円（負担はありません。）

一般 1 区市町村民税
課税世帯

（障害者の場合）
所得割 16万円未満
※�入所施設利用者（20歳以上）、グループ
　ホーム利用者を除きます。

9,300 円

（障害児の場合）
所得割 28万円未満
※ 20歳未満の入所施設利用者を含みます。

通所支援、ホーム
ヘルプ利用の場合 4,600円

入所施設利用の場合 9,300円

一般 2 上記以外 37,200 円
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定期借地権の一時金に対する補助
公有地又は民有地に定期借地権を設定して整備を行

う事業者に対して、一時金の一部を補助することによ
り、障害者（児）施設の整備を促進します。

借地を活用した障害者（児）施設設置支援事業
国有地又は民有地を借り受けて整備を行う事業者に

対して、借地料の一部を補助することにより、障害者
（児）施設の整備を促進します。

都外施設入所者地域移行特別支援事業
都外の障害者支援施設に入所する障害者を受け入れ

た都内のグループホームに対して、地域生活移行当初
の支援に要する経費の一部を補助することにより、地
域生活への移行及び定着を促進します。

障害者地域生活移行・定着化支援事業
地域生活への移行を希望する重度の入所施設利用者

が、希望する地域でサービスを利用しながら安心して
暮らせるよう、グループホームへの移行後の相談援助
等について支援を行うとともに、地域で暮らす障害者
及びその家族が将来にわたって地域で暮らし続けるイ
メージを持つことを目的とした普及啓発等を行うこと
により、潜在的な入所待機者の解消を図ります。

また、都外施設利用者の地域移行を支援する相談支
援事業所に対し、支援に要する経費の一部を補助する
ことにより、都内への地域移行を促進するとともに、
相談支援事業所の機能強化を図ります。

障害者単身生活サポート事業
障害者グループホーム利用者が一般住宅等での単身

生活を望む場合に、移行及び定着のための支援をしま
す。

グループホーム地域ネットワーク事業
地域のグループホーム同士がネットワークを構築し、

職員の人材育成やグループホーム相互の連携強化等を
進めることで、援助の質の向上を図ります。

医療連携型グループホーム事業　
グループホームに、医療的ケアが必要な障害者に医

療支援を行う生活支援員を配置するとともに、勉強会
を開催する等により、医療との連携の検証・検討を行
う区市町村を支援します。

障害福祉サービス等医療連携強化事業
医療的ケアを要する障害者への支援のため、障害者

支援施設等に看護師を配置し、短期入所事業所等と訪
問看護事業所の連携構築や地域の障害者等に対する医
療的な相談支援等に取り組む区市町村を支援します。

新規

短期入所開設準備経費等補助事業
短期入所を新設又は増設する事業者に対して、家屋

を借り上げる際に必要な権利金等の開設準備経費の一
部を補助することにより、短期入所の設置促進を図り
ます。

精神障害者地域移行体制整備支援事業
いわゆる「社会的入院」の状態にある精神障害者へ

の働きかけや病院と地域との調整を行うコーディネー
ターの配置、グループホームの専用居室を活用した体
験宿泊などにより、入院中の精神障害者の円滑な地域
移行やその後の安定した地域生活を送るための体制整
備を図ります。

介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業
障害者施設等において、適切にたんの吸引等の医療

的ケアを行うことができる介護職員等を養成するため、
研修を実施するとともに、たんの吸引等の業務を行う
事業者や従事者の登録等を行います。

障害者差別解消法に係る都の取組
関係機関により構成される地域協議会において、差

別解消に向けた取組の検討や連携強化を図るとともに、
自主的な協力が求められる都民や事業者に対し、法の
趣旨や法が求める対応等についての普及啓発を行いま
す。また、東京 2020 大会を見据え、障害者への理解を
深め、差別を無くす取組をより一層推進するための条
例案の検討を行います。

Web サイト「ハートシティ東京」の運営
障害及び障害者への理解を促進するため、障害特性

や障害特性ごとのサポート方法のほか、障害者差別解
消法、障害者虐待防止法についてイラストを用いて分
かりやすくまとめ、都民の理解促進を図ります。

ヘルプマーク・ヘルプカードの普及啓発
義足や人工関節を使用している方、内

部障害や難病の方、妊娠初期の方など、
援助や配慮を必要としていることが外見
からは分からない方々が、援助を得やす
くなるよう、周囲の方に配慮を必要とし
ていることを知らせる「ヘルプマーク」

（P.45 参照）や、障害者が緊急時や平時
に周囲へ支援を求める際に活用する「ヘルプカード」

（P.45 参照）の普及啓発を行います。
 

区市町村ヘルプマーク活用推進事業
区市町村が地域の実情に応じて実施するヘルプマー

クの配布や公共施設等における活用等に対して補助す
ることにより、ヘルプマークの普及を図ります。
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ヘルプカード活用促進事業
ヘルプカードの活用を促進するため、区市町村にお

けるヘルプカードに関する学習会・セミナー等の普及
啓発、ヘルプカードを活用した防災訓練の実施などの
取組を支援します。

都営住宅
都営住宅募集の抽せん方式では、当せん率が一般世

帯より 5 倍又は 7 倍高くなる制度があります。
また、住宅困窮度の高い人から順に募集戸数分まで

の方を入居予定者とするポイント方式があります。

地域移行促進コーディネート事業
入所施設に地域移行促進コーディネーターを配置し、

都内施設と都外施設相互間の連携を図りながら、区市
町村や相談支援事業所との連携体制を構築することに
より、施設入所者の地域生活への移行を促進します。

東京都障害者支援施設等人材育成事業
障害者支援施設及びグループホームにおいて、施設

運営の中核となることが期待されている人材に対して、
利用者の高齢化、障害の重度化等に対応するための実
践的な研修を実施することにより、施設の支援力強化
を図ります。

 

精神障害者、重症心身障害児（者）、発達障害児（者）、
高次脳機能障害者、医療的ケアを必要とする障害児へ
の支援について、多様な施策展開により充実を図って
います。

地域における精神科医療提供体制の整備
一般診療科との円滑な連携を構築するとともに、精

神科病院と診療所等の連携を強化し、身近な地域で必
要な時に適切な医療を受けられる体制整備を推進しま
す。区市町村、保健所等関係機関と連携し、医療中断
等により地域での安定した生活が難しい精神障害者に
対するアウトリーチ支援を行います。

重症心身障害児（者）在宅レスパイト支援
在宅の重症心身障害児（者）及び医療的ケアを必要

とする障害児に対し、訪問看護師が自宅に出向いて一
定時間ケアを代替し、当該家族の休養を図ることによ
り、対象者の健康の保持とその家族の福祉の向上を図
ります。

重症心身障害児の在宅療育支援
在宅の重症心身障害児（者）及び医療的ケアを必要

とする障害児の家庭に看護師等を派遣し、看護技術の
指導や療育相談を行います。また、NICU 等に入院し

身近な地域の医療支援体制の充実

ている対象者について、在宅での生活を希望した際に
円滑に移行できるよう、対象者とその家族への早期支
援や相談等を行うとともに、研修の実施等により地域
の訪問看護師のレベルアップを図るなど、支援の充実
を図ります。

重症心身障害児（者）短期入所（受入促進員配置）
ショートステイ実施施設において、高い看護技術を

持った看護師を受入促進員として配置し、特に医療ニー
ズが高い在宅の重症心身障害児（者）の積極的な受入
れの促進を図ります。

重症心身障害児（者）通所委託（受入促進員配置）
民間の医療型施設において、高い看護技術を持った

看護師を受入促進員として配置し、特に医療ニーズが
高い在宅の重症心身障害児（者）の積極的な受入れの
促進を図ります。

重症心身障害児（者）通所運営費補助事業
在宅の重症心身障害児（者）に日中活動の場を提供し、

療育を実践するため、都が区市町村を通じて通所施設
における適切な療育環境の確保を図ります。

重症心身障害児施設における看護師確保対策事業
医療型障害児入所施設、療養介護事業所等で働く看

護師に対し、研修及び資格取得の機会を提供するとと
もに、勤務環境の改善及び看護師募集対策の充実を図
ることにより、看護師の確保・定着を図ります。

医療的ケア児に対する支援のための体制整備 
医療的ケア児の支援に係る関係機関相互の連絡調整

や意見交換を行う連絡会を設置するとともに、地域で
支援に関わる関係機関の職員に対し、医療的ケア児に
ついての基本的な理解を促す研修を実施することで、
在宅で生活する医療的ケア児に対する支援体制を整備
します。

障害児通所支援医療的ケア対応促進モデル事業
医療的ケアを必要とする障害児が身近な地域で療育

を受けられる環境整備を進めるため、児童発達支援セ
ンター・児童発達支援事業所における看護師の配置を
モデル実施します。

発達障害者支援体制整備推進事業
発達障害児（者）支援体制の充実を図るため、区市

町村の相談支援員や、医療従事者など専門的人材の育
成を進めます。また、発達障害に対する支援拠点の整
備や関係機関連携など、区市町村の支援体制の構築を
支援します。

ぺアレントメンター養成・派遣事業　
発達障害児（者）の家族の社会的及び心理的孤立を

新規

新規

新規
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防ぎ、地域で安心して生活できるよう、同じ発達障害
のある子供を持つ親の立場から相談・助言するペアレ
ントメンターの養成や、家族同士で支援できる体制の
構築等を支援します。

高次脳機能障害者支援普及事業
高次脳機能障害者の支援拠点である心身障害者福祉

センターにおいて、高次脳機能障害者とその家族に対
する専門的な相談支援を実施するとともに、区市町村
や関係機関との地域支援ネットワークの構築や人材育
成研修、都民への広報・啓発等を実施し、支援の充実
を図ります。

また、高次脳機能障害のリハビリの中核を担う病院
において、リハビリ技術や個別支援の相談に応じると
ともに、医療従事者等を対象とした研修を行う「専門
的リハビリテーションの充実」事業を実施します。

区市町村高次脳機能障害者支援促進事業
区市町村に高次脳機能障害者支援員を配置し、高次

脳機能障害者とその家族に対する相談支援を実施する
とともに、地域の医療機関や就労支援センターなど関
係機関との連携を図り、身近な地域での支援の充実を
図ります。

 

障害者がそれぞれの状況に応じて、安心して働き続
けられるよう、行政・企業・福祉施設が一体となって
支援していきます。

東京都障害者就労支援協議会による連携強化
経済団体、企業、労働・福祉・教育関係機関、就労

支援機関、学識経験者等で構成する「東京都障害者就
労支援協議会」を通じて関係機関で連携しつつ、社会
全体で障害者雇用の拡大に取り組む気運を醸成します。

「東京チャレンジオフィス」の運営
都庁において、知的障害者、精神障害者が非常勤職

員や短期実習生として就労経験を積む機会を提供する
ことで、一般企業への就労を支援します。

自立に向けた就労促進策の拡充

■東京労働局管内の障害者の雇用状況 （％）

一般の
民間企業

特殊法人・
独立行政法人

地方公共団体
※1

法定雇用率 2.0 2.3 2.3
実雇用率 1.84 2.46 2.53

※1　法定雇用率2.3%が適用される地方公共団体
※2　平成18年4月1日から、精神障害者は実雇用率に算定されている。

資料：厚生労働省東京労働局（平成28年6月1日現在）

就労支援体制レベルアップ事業
区市町村障害者就労支援センターのコーディネー

ターや就労移行支援事業所の支援員等を対象に、障害
者の就労支援を行う上で必要な知識・情報、技術、コミュ
ニケーション能力の習得に資する体系的な研修を行い、
就労支援に従事する人材の資質・能力の向上を図りま
す。

就労支援機関等スキル向上事業
就労支援機関等を対象に、障害者を雇用しようとす

る企業と就労を希望する障害者のマッチングに関する
技術や、精神障害、発達障害などの障害特性に関する
研修などを行い、支援力の向上を図ります。

企業就労意欲促進事業
福祉施設等から、職場実習又は施設外就労を受け入

れようとする企業等が、受入れのために必要な企業内
設備の整備等に要する経費に対して補助することによ
り、実習等の受入れを確保します。

区市町村障害者就労支援事業
区市町村が設置する「区市町村障害者就労支援セン

ター」において、職場開拓や就職準備、職場定着など
の就労面の支援と、就労に伴う生活面の支援を一体的
に提供できるよう、身近な地域での相談・支援体制を
強化します。

福祉施設における工賃アップの推進
区市町村が意欲ある事業所に対して経営コンサルタ

ントを派遣する経費及び工賃アップ推進経費を補助す
ることで、都内の福祉施設の工賃水準の向上を目指し
ます。また、工賃引上げのための研修を実施すること
により、施設職員の経営意識と利用者のモチベーショ
ンを高め、工賃向上に向けた気運の醸成を図ります。

受注促進・工賃向上設備整備費補助事業
受注機会の増大及び工賃向上を目的とした生産設備

を整備する福祉施設に対して補助を行います。

区市町村ネットワーク受注促進支援事業
就労継続支援Ｂ型事業所等で構成された区市町村

ネットワークの連携強化を図るとともに、受注に係る
取組を広く発信することにより、企業や官公庁による
発注を促進し、事業所等における受注拡大及び工賃向
上を図ります。

福祉・トライアルショップの展開
福 祉 施 設 の 商 品 を 扱 う ト ラ イ ア ル シ ョ ッ プ

「KURUMIRU」（くるみる）を安定して運営すること
により、就労継続支援 B 型事業所等における自主製品
の販路拡大及び工賃向上を図ります。
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障害者による地域緑化推進事業
障害者に就労の機会を提供するため、区市町村が、

公園等の都市空間における植栽や屋上緑化など、都内
の緑を創出し、保全する事業に取り組むことを支援し
ます。

作業所等経営ネットワーク支援事業
福祉施設で働く障害者の工賃アップを目指して、区

市町村が地域の複数の作業所等をネットワーク化し、
受注先開拓、共同受注、共同商品開発、製品の販路拡
大などの活動に取り組むことを支援します。

精神障害者社会適応訓練事業
個人や企業などの協力事業所に委託して、精神障害

者の社会復帰及び社会経済活動への参加を促進するた
めに必要な訓練を行います。

職業訓練と職業相談
公共職業訓練施設として東京障害者職業能力開発校

があります。就職等に関する相談は公共職業安定所や
東京障害者職業センターなどで行っています。

東京ジョブコーチ支援事業
都独自に養成した「東京ジョブコーチ」が、障害者

を雇用する企業へ出向いて障害者、企業双方への支援
を行うことにより、職場定着を図ります。

ジョブコーチ支援事業
「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、知的障

害者、精神障害者等の職場対応を容易にするため障害
者職業カウンセラーが策定した支援計画に基づき、職
場にジョブコーチを派遣し、きめ細やかな人的支援を
行うこととしています。

このため東京障害者職業センターにジョブコーチを
配置して支援を実施するとともに、就労支援ノウハウ
を有する社会福祉法人等や事業主が自らジョブコーチ
を配置し、東京障害者職業センターと連携しながら、
職場適応援助者助成金を活用して支援を実施していま
す。

 

 

障害の有無にかかわらず、誰もがスポーツに親しめ
る「スポーツ都市東京」の実現を目指し、障害者スポー
ツの情報発信・普及啓発や環境整備を行うとともに、
東京 2020 パラリンピック競技大会の成功やパラリン
ピックを始めとする国際大会を見据えた競技力向上事
業を実施しています。

障害者がスポーツに親しむきっかけや環境づくり
○情報発信と普及啓発

障害者スポーツ専用ポータルサイト「TOKYO 障ス
ポ・ナビ」での情報発信や、参加体験型スポーツイベ
ント「チャレスポ！ TOKYO」の開催等により、障害
者スポーツの理解促進・普及啓発を推進するとともに、
障害者がスポーツを始めるきっかけづくりを行ってい
ます。

また、障害者スポーツの魅力を、ファンサイト
「TEAM BEYOND」をはじめとする様々なメディ
アで発信する取組や、区市町村等が主催する広く都
民が集まるイベントにおいて、パラリンピック競技
の体験や展示等を都が提供する事業「NO LIMITS 
CHALLENGE」を実施し、障害者スポーツの認知度向
上やパラリンピック競技観戦の促進を図っています。

○場の開拓と整備
障害のある人のスポーツ施設利用に際して、施設管

理者が配慮すべき点等をまとめたマニュアルの周知を
図るとともに、区市町村が主体的に取り組む障害者ス
ポーツ事業や体育施設のバリアフリー工事の支援をす
ることにより、地域における障害者スポーツの取組を
促し、身近な地域でスポーツを楽しむことができる環
境を整備しています。

また、障害者スポーツコンシェルジュ事業として、
障害者スポーツに関する相談窓口を開設し、企業や団
体等の支援や相互の連携に向けて情報の提供、助言等
を行っています。

さらに、障害のある方や障害者スポーツ競技団体等
が身近な地域でスポーツ活動が出来るよう、都内にあ
る特別支援学校を障害者スポーツの拠点の一つとして
位置付け、都立特別支援学校の体育施設活用を促進し
ています。

○人材の育成・確保
スポーツ関係者を対象としたセミナーの開催、障が

い者スポーツ指導員の資格取得の促進や、情報紙「S&S」
の発行、研修会やフォーラムの開催により、障害者の
スポーツ活動を支える人材の育成と資質向上を推進し
ています。

○競技力向上
パラリンピックなど国際大会で活躍する障害のある

障害者スポーツの振興

　障害の有無に関わらず、誰もがスポーツに親しめる「スポーツ都市東京」の実現を目指し、障害者スポーツ
の情報発信・普及啓発や環境整備を行うとともに、2020年パラリンピック競技大会等国際大会を見据えた競
技力向上事業を実施します。

職業訓練と職業相談
　公共職業訓練施設として東京障害者職業能力開発校
があります。就職等に関する相談は公共職業安定所や
東京障害者職業センターなどで行っています。
� （産業労働局雇用就業部能力開発課）
� （厚生労働省東京労働局）��（東京障害者職業センター）

東京ジョブコーチ支援事業
　都独自に養成した「東京ジョブコーチ」が、障害者
を雇用する企業へ出向いて障害者、企業双方への支援
を行うことにより、職場定着を図ります。
� （産業労働局雇用就業部就業推進課）

ジョブコーチ支援事業�
　「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、知的
障害者、精神障害者等の職場対応を容易にするため障
害者職業カウンセラーが策定した支援計画に基づき、
職場にジョブコーチを派遣し、きめ細やかな人的支援

を行うこととしています。
　このため東京障害者職業センターにジョブコーチを
配置して支援を実施するとともに、就労支援ノウハウを
有する社会福祉法人等や事業主が自らジョブコーチを
配置し、東京障害者職業センターと連携しながら、職
場適応援助者助成金を活用して支援を実施しています。
� （東京障害者職業センター）

障害者がスポーツに親しむきっかけや環境づくり
○情報発信と普及啓発
　障害者スポーツ専門ポータルサイト「TOKYO障ス
ポ・ナビ」の運営や、障害者スポーツのイベント「チ
ャレスポ！TOKYO」の開催等により、障害者スポー
ツの理解促進・普及啓発を推進するとともに、障害者
がスポーツを始めるきっかけづくりを行います。

　
HP 　http://tokyo-shospo-navi.info/

○場の開拓と整備
　地域における障害者スポーツの取組を促し、身近な
地域で、スポーツを楽しむことができる環境を整備し
ます。
○人材の育成・確保
　スポーツ関係者を対象としたセミナーの開催や障害
者スポーツ指導員の資格取得の促進、指導員研修の開
催により、障害者のスポーツ活動を支える人材の育成
と資質向上を推進します。
○競技力向上
　パラリンピックなど国際大会で活躍する障害のある
アスリートの輩出に向けた、競技者の発掘や選手の育
成・強化を行います。

（オリンピック・パラリンピック準備局スポーツ推進部）

東京都障害者スポーツ大会の開催及び全国障
害者スポーツ大会への選手派遣
　スポーツを通じて、障害者が自らの体力の維持増進
及び社会への参加と相互の交流を促進させるととも
に、都民の障害者に対する理解の増進を図ることによ
り、障害者の自立の促進に寄与し、障害者スポーツの
振興を図るため、東京都障害者スポーツ大会を開催し
ています。
　また、この大会は、障害者スポーツの全国的な祭典
である全国障害者スポーツ大会の選手選考会を兼ねて
います。

（オリンピック・パラリンピック準備局スポーツ推進部）

障害者スポーツセンター
　障害のある人がスポーツやレクリエーションを楽し
めるように、プールや体育館などのスポーツ施設、集
会室、宿泊施設、医事相談機能を備えた障害者スポー
ツ施設（２施設）があります。（P.87参照）

（オリンピック・パラリンピック準備局スポーツ推進部）

障害者スポーツの振興

聴覚障害者が働く駅構内の洋菓子店 知的障害者が働くベーカリーの販
売コーナー

東京都の福祉・保健・医療施策

障
害
者（
児
）

へ
の
支
援
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聴覚障害者が働く駅構内の
洋菓子店
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　都独自に養成した「東京ジョブコーチ」が、障害者
を雇用する企業へ出向いて障害者、企業双方への支援
を行うことにより、職場定着を図ります。
� （産業労働局雇用就業部就業推進課）
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　「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、知的
障害者、精神障害者等の職場対応を容易にするため障
害者職業カウンセラーが策定した支援計画に基づき、
職場にジョブコーチを派遣し、きめ細やかな人的支援

を行うこととしています。
　このため東京障害者職業センターにジョブコーチを
配置して支援を実施するとともに、就労支援ノウハウを
有する社会福祉法人等や事業主が自らジョブコーチを
配置し、東京障害者職業センターと連携しながら、職
場適応援助者助成金を活用して支援を実施しています。
� （東京障害者職業センター）

障害者がスポーツに親しむきっかけや環境づくり
○情報発信と普及啓発
　障害者スポーツ専門ポータルサイト「TOKYO障ス
ポ・ナビ」の運営や、障害者スポーツのイベント「チ
ャレスポ！TOKYO」の開催等により、障害者スポー
ツの理解促進・普及啓発を推進するとともに、障害者
がスポーツを始めるきっかけづくりを行います。

　
HP 　http://tokyo-shospo-navi.info/

○場の開拓と整備
　地域における障害者スポーツの取組を促し、身近な
地域で、スポーツを楽しむことができる環境を整備し
ます。
○人材の育成・確保
　スポーツ関係者を対象としたセミナーの開催や障害
者スポーツ指導員の資格取得の促進、指導員研修の開
催により、障害者のスポーツ活動を支える人材の育成
と資質向上を推進します。
○競技力向上
　パラリンピックなど国際大会で活躍する障害のある
アスリートの輩出に向けた、競技者の発掘や選手の育
成・強化を行います。

（オリンピック・パラリンピック準備局スポーツ推進部）

東京都障害者スポーツ大会の開催及び全国障
害者スポーツ大会への選手派遣
　スポーツを通じて、障害者が自らの体力の維持増進
及び社会への参加と相互の交流を促進させるととも
に、都民の障害者に対する理解の増進を図ることによ
り、障害者の自立の促進に寄与し、障害者スポーツの
振興を図るため、東京都障害者スポーツ大会を開催し
ています。
　また、この大会は、障害者スポーツの全国的な祭典
である全国障害者スポーツ大会の選手選考会を兼ねて
います。

（オリンピック・パラリンピック準備局スポーツ推進部）

障害者スポーツセンター
　障害のある人がスポーツやレクリエーションを楽し
めるように、プールや体育館などのスポーツ施設、集
会室、宿泊施設、医事相談機能を備えた障害者スポー
ツ施設（２施設）があります。（P.87参照）

（オリンピック・パラリンピック準備局スポーツ推進部）

障害者スポーツの振興

聴覚障害者が働く駅構内の洋菓子店 知的障害者が働くベーカリーの販
売コーナー

東京都の福祉・保健・医療施策

障
害
者（
児
）

へ
の
支
援
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知的障害者が働くベーカリーの
販売コーナー
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アスリートの輩出に向けて、選手発掘プログラムを行
うとともに、障害者スポーツ団体やアスリートを支援
し、競技力向上を図っています。

東京都障害者スポーツ大会の開催及び
全国障害者スポーツ大会への選手派遣

スポーツを通じて、障害者が自らの体力の維持増進
及び社会への参加と相互の交流を促進させるとともに、
都民の障害者に対する理解の増進を図ることにより、
障害者の自立の促進に寄与し、障害者スポーツの振興
を図るため、東京都障害者スポーツ大会を開催してい
ます。

また、障害者スポーツの全国的な祭典である全国障
害者スポーツ大会へ選手・監督等を派遣しています。

東京都障害者スポーツセンター
障害のある人がスポーツやレクリエーションを楽し

めるように、プールや体育館などのスポーツ施設、集
会室、宿泊施設、維持相談機能を備えた障害者スポー
ツ施設（２施設）があります。（P.92 参照）

また、劣化診断結果や利用者ニーズ等を踏まえ、施
設の改修に向けて取り組んでいます。（東京都障害者総
合スポーツセンター：平成 28 年９月から改修工事中（仮
設施設で開館しています。）、東京都多摩障害者スポー
ツセンター：平成 30 年度改修工事予定）

 

一人ひとりの希望や状況に応じて利用できる日中活
動の場の確保等を通じた社会参加の推進に取り組んで
います。

コミュニケーション手段の確保と情報提供
障害者の社会参加を促進するため、次の事業を実施

しています。
○盲ろう者通訳・介助者の養成、派遣
○盲ろう者支援センター事業
○視覚障害者用図書レファレンスサービス
○視覚障害者用図書の製作・貸出
○点字による即時情報ネットワーク
○点字録音刊行物作成配布
○手話通訳者の養成、要約筆記者の養成
○中途失聴者・難聴者対象の手話、読話講習会
○聴覚障害者コミュニケーション機器の貸出
○字幕入り映像ライブラリー製作・貸出

手話のできる都民育成事業
東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に

向けて、日本の手話及び外国の手話の普及啓発を図り、
手話のできる都民を育成し、手話人口の裾野を広げま
す。

社会参加の支援

障害者 IT 支援総合基盤整備
障害者の IT に関する利用相談や情報提供、展示な

どを行っています。また、地域における障害者 IT 支
援者の養成を行っています。

身体障害者補助犬の給付
身体障害者に対し、身体障害者補助犬（盲導犬・介

助犬・聴導犬）を給付します。

 

障害者休養ホーム
障害者（児）が家族や仲間とくつろげる宿泊施設を

指定し、施設利用料の一部を助成します。

東京都障害者福祉会館
障害者の福祉の増進を図るため、集会室の利用公開、

相談などを実施しています（P.92 参照）。

東京都 ICT 遠隔手話通訳等モデル事業
ICT を活用した遠隔手話通訳や音声を文字に変換す

るサービスの都内普及に向け、都立施設におけるモデ
ル導入の効果を検証します。

企業ＣＳＲ等連携促進事業　
障害福祉サービス事業所と企業の社会貢献活動との

マッチングを行うコーディネーターを配置し、両者の
連携促進を図ることで、障害者の社会参加を推進しま
す。

 

障害者（児）に対する医療費の助成や、必要なとき
に適切な医療が受けられるような医療制度の充実など
の取組を進めています。

心身障害者（児）医療費の助成
重度の身体障害者（児）、知的障害者（児）を対象に、

一定の要件を満たす場合には、医療費の自己負担の一
部を助成しています。

 
精神障害者医療費の助成

自立支援医療費（精神通院医療）の自己負担分の一部
や 18 歳未満の方の入院医療費の一部を助成しています。

新規

障害者（児）に対する医療支援・手当の支給

コミュニケーション手段の確保と情報提供
　障害者の社会参加を促進するため、次の事業を実施
しています。
○盲ろう者通訳・介助者の養成、派遣
○盲ろう者支援センター事業
○視覚障害者用図書レファレンスサービス
○視覚障害者用図書の製作・貸出
○点字による即時情報ネットワーク
○点字録音刊行物作成配布
○手話通訳者の養成、要約筆記者の養成
○中途失聴者・難聴者対象の手話、読話講習会
○聴覚障害者コミュニケーション機器の貸出
○字幕入り映像ライブラリー製作・貸出

身体障害者補助犬の給付
　身体障害者に対し、身体障害者補助犬（盲導犬・介
助犬・聴導犬）を給付します。

手話のできる都民育成事業
　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大
会に向けて、日本の手話及び外国の手話の普及啓発を
図り、手話のできる都民を育成し、手話人口の裾野を
広げます。

障害者IT支援総合基盤整備
　障害者のITに関する利用相談や情報提供、展示など
を行っています。また、地域における障害者IT支援者
の養成を行っています（P.87参照）。

障害者休養ホーム
　障害者（児）が家族や仲間とくつろげる宿泊施設を
指定し、施設利用料の一部を助成します。

東京都障害者福祉会館
　障害者の福祉の増進を図るため、集会室の利用公開、
相談などを実施しています（P.87参照）。

　一人ひとりの希望や状況に応じて利用できる日中活動の場の確保等を通じた社会参加の推進に取り組んで
います。� （福祉保健局障害者施策推進部自立生活支援課）

社会参加の支援

心身障害者（児）医療費の助成
　重度の障害のある方を対象に、一定の要件を満たす
場合には、医療費の自己負担の一部を助成しています。
� （福祉保健局保健政策部医療助成課）

精神障害者医療費の助成
　自立支援医療費（精神通院医療）の自己負担分の一
部や18歳未満の方の入院医療費の一部を助成してい
ます。� （福祉保健局障害者施策推進部精神保健・医療課）

手当の支給
　身体障害者（児）、知的障害者（児）に対する経済的負
担の軽減を目的に、手当の支給を行っています。国の
制度として、特別障害者手当、障害児福祉手当、特別
児童扶養手当があります。都の制度として、重度心身
障害者手当、心身障害者福祉手当などがあります。
� （心身障害者福祉センター）

心身障害者（児）歯科診療
　心身障害者（児）を対象に、東京都立心身障害者口腔
保健センターや心身障害児施設などで専門の歯科診療
を行っています（P.87参照）。
� （福祉保健局医療政策部医療政策課）

　障害者（児）に対する医療費の助成や、必要なときに適切な医療が受けられるような医療制度の充実など
の取組を進めています。

障害者（児）に対する医療支援・手当の支給

身体障害者補助犬（介助犬）　提供：社会福祉法人日本介助犬協会

東京都の福祉・保健・医療施策40

身体障害者補助犬
（介助犬）
提供：社会福祉法人
　　　日本介助犬協会
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手当の支給
身体障害者（児）、知的障害者（児）に対する経済的

負担の軽減を目的に、手当の支給を行っています。国
の制度として、特別障害者手当、障害児福祉手当、特
別児童扶養手当があります。都の制度として、重度心
身障害者手当、心身障害者福祉手当などがあります。

心身障害者（児）歯科診療
心身障害者（児）を対象に、東京都立心身障害者口

腔保健センターや心身障害児施設などで専門の歯科診
療を行っています（P.92 参照）。

精神科救急医療体制
公立及び民間病院等の協力を得て、夜間休日の精神

科救急医療を実施しています。また、夜間においては
精神科の初期救急や、身体合併症を含む二次救急にも
対応し、救急医療体制の充実を図っています。

精神保健指定医による診察
精神保健福祉法に基づき申請、通報又は届出のあっ

た者について精神保健指定医による診察を行い、精神
障害者への医療や保護を実施しています。診察の結果、
精神障害者が、その精神障害のために、自傷他害のお
それが著しいと認められた場合には、国・都立病院や
指定病院に入院させる制度があります。

 

障害者（児）やその家族などが抱える生活上の問題
の相談窓口を、児童相談所（都）や福祉事務所（区市・
都）、保健所に設置しているほか、専門的な機関等を設
けています。

東京都心身障害者福祉センター
身体障害者更生相談所及び知的障害者更生相談所と

して、補装具及び愛の手帳の判定（18 歳以上）並びに
区市町村に対する専門的支援などを行っています。ま
た、身体障害者手帳及び愛の手帳の発行等の業務も行っ
ています。

障害者（児）に対する医療支援・手当の支給

高次脳機能障害専用電話相談
東京都心身障害者福祉センターでは、高次脳機能障

害者の支援拠点として本人・家族への相談・支援等を
行っています。

（総合）精神保健福祉センター
精神障害者に対して専門職が医療や自立生活などの

相談に応じ、適切な指導や援助を行っています。また、
精神医療審査会の事務や自立支援医療費（精神通院医
療）、精神障害者保健福祉手帳の申請に対する審査・決
定事務などを行っています。

発達障害者支援センター
相談支援、発達支援、就労支援などを行う専門機関

です。自閉症など発達障害を有する障害児（者）とそ
の家族に対して、関係機関と連携しながら各種相談や
支援を行っています。

夜間こころの電話相談
夜間に、臨床心理士や精神保健福祉士などによるこ

ころの健康に関する相談を行っています。

小児総合医療センターこころの電話相談室
子供の発達やこころの問題、受診への迷いなどにつ

いて、心理職が、電話での相談に応じます。

障害者虐待への対応
障害者虐待に関する相談や通報等については、区市

町村その他関係機関と連携して対応しています。
虐待を受けたと思われる障害者を発見した方や、障

害者虐待について相談したい方は、区市町村障害者虐
待防止センター又は東京都障害者権利擁護センターに
御連絡ください。

また、区市町村の担当職員及び施設・事業所の管理
者等を対象に、障害者虐待について理解を深め、専門
性の強化を図るための研修を実施しています。
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　障害者が、緊急時や平時に、周囲に理解を求めるための手段として、緊急連絡先や必要な支援内容を記載した「ヘルプカード」を
所持し、都内で統一的に活用できるよう、標準様式を策定しました。また、作成ポイントや支援者に必要な配慮をまとめた区市町村
向けガイドラインを作成しました。
　各区市町村において、標準様式による「ヘルプカード」
の作成が進み、障害者が都内で広く活用できるよう、普及
促進を図っていきます。

◆　ヘルプマーク

◆　ヘルプカード

　援助や配慮を必要としている方々が周囲の方に配慮を必要としていることを知
らせることができるマークです。義足や人工関節を使用している方、内部障害や
難病の方、または、妊娠初期の方など、援助や配慮を必要としていることが外見
からは分からない方がいます。そうした方々が、周囲の方に配慮を必要としている
ことを知らせることで、援助が得やすくなるよう、「ヘルプマーク」を作成しました。
　障害者等で利用を希望する方に、都営地下鉄の駅等でヘルプマークを配付する
とともに、全ての都営交通の優先席にステッカーを標示しています。

（表面：上部は都内統一デザイン） （裏面：参考様式①）
下記に連絡してください。
私の名前
（ア）連絡先の電話
　　連絡先名（会社・機関等の場合）
　　呼んでほしい人の名前
（イ）連絡先の電話
　　連絡先名（会社・機関等の場合）
　　呼んでほしい人の名前

（裏面：参考様式②）
耳が不自由です。　　　　　　　

（指差して使います。）
□筆談で話してください。
□手話通訳者を探しています。

 てえ教てい書に紙かのるいてっこ起が何 □
ください。

□電話してください。
　警察　消防車　救急車　タクシー
□分かるように合図してください。

（ステッカー）

■障害者のための国際シンボルマーク
障害のある方が利用しやすい建築物や公共輸送機関であることを示す、世界共通のマークです。車いすを利用する方
だけでなく、障害のある全ての方のためのマークです。

■盲人のための国際シンボルマーク
世界盲人連合で1984 年に制定された世界共通のマークで、視覚障害者の安全やバリアフリーに考慮された建物・設備・
機器などにつけられています。信号や音声案内装置、国際点字郵便物、書籍、印刷物などに使用されています。

■身体障害者標識（身体障害者マーク）
肢体不自由であることを理由に運転免許に条件を付された方が車に表示するマークです。やむを得ない場合を除き、こ
のマークをつけた車に幅寄せや割り込みを行った場合には、道路交通法違反となります。

■聴覚障害者標識（聴覚障害者マーク）
政令で定める程度の聴覚障害のあることを理由に運転免許に条件を付された方が車に表示するマークです。やむを得
ない場合を除き、このマークをつけた車に幅寄せや割り込みを行った場合には、道路交通法違反となります。

■耳マーク
聴覚に障害があることを示し、コミュニケーション方法に配慮を求める場合などに使用されているマークです。また、自
治体、病院、銀行などが、聴覚障害者に援助をすることを示すマークとしても使用されています。

■ほじょ犬マーク
身体障害者補助犬法に基づき認定された補助犬（盲導犬・介助犬・聴導犬）を受け入れる店の入口などに貼るマーク
です。不特定多数の方が利用する施設（デパートや飲食店など）では、補助犬の受入れが義務付けられています。

■オストメイトマーク
オストメイト（人工肛門・人工膀胱を造設した方）を示すシンボルマークです。
オストメイト対応のトイレ等の設備があることを示す場合などに使用されています。

■ハート・プラスマーク
内臓に障害のある方を表しています。心臓疾患などの内部障害・内臓疾患は外見からは分かりにくいため、様々な誤
解を受けることがあります。そのような方の存在を視覚的に示し、理解と協力を広げるために作られたマークです。

■「白杖SOSシグナル」普及啓発シンボルマーク
白杖を頭上 50cm程度に掲げてSOSのシグナルを示している視覚に障害のある人を見かけたら、進んで声をかけて支
援しようという「白杖SOSシグナル」運動の普及啓発シンボルマークです。

 
障害者に関するマークは、国際的に定められたものや法律に基づいているもののほか、障害者団体が独自に提唱

しているものもあります。そのうち、代表的なものを紹介します（各マークの詳細・使用方法等は、各関係団体に
お問い合わせください。）。

障害者に関するマーク等


